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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第48期
第３四半期
累計期間

第49期
第３四半期
累計期間

第48期
第３四半期
会計期間

第49期
第３四半期
会計期間

第48期

会計期間  

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高 （千円）  4,782,046 5,217,805
    

2,332,592

    

2,539,635
6,084,280

経常利益 （千円）     360,197    582,981    337,201    462,847436,368

四半期純利益又は

四半期（当期）純損失（△）　
（千円）

    

△163,223
    336,204

    

△176,421
    269,328△186,873

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） － －
    

1,772,000

    

1,772,000
1,772,000

発行済株式総数 （株） － －
    

8,754,200

    

8,754,200
8,754,200

純資産額 （千円） － －
    

8,437,802

    

8,593,976
8,413,068

総資産額 （千円） － －    9,939,445
   

10,430,515
9,873,516

１株当たり純資産額 （円） － － 973.88 991.93 971.03

１株当たり四半期純利益

金額又は１株当たり四半期

（当期）純損失金額（△）

（円） △18.84 38.80 △20.36 31.09 △21.57

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － 18.00

自己資本比率 （％） － － 84.9 82.4 85.2

営業活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
    90,842    432,277 － － 513,161

投資活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
    △86,919    △50,308 － － △148,638

財務活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）

    

△259,174

    

△155,277
－ － △259,497

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） － － 2,178,5042,765,4732,538,781

従業員数 （人） － － 286 285 277

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については重要な関連会社がないため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第49期第３四半期累計（会計）期間にお

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　第48期第３四半期累計（会計）期間及び第48期においては、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

　提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 285  [ 53 ]

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外からの当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数は［　］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び売上実績】

（１）商品仕入実績

当第３四半期会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

セグメントの名称

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
    至　平成22年12月31日）

　　
前年同四半期比(％)

 
金額　　（千円）　

コンサルティング統轄本部 8,055 120.1

ネットワーク本部 7,313 104.4

ＳＰ事業部 1,041,648  110.0

合計 1,057,017 110.0

　（注）１．仕入金額には、原材料費を含んでおります。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３．セグメント間の取引については、内部振替前の数値によっております。　

　　ＳＰ事業部での商品仕入のうちビジネス手帳は特定の仕入先より購入しておりますが、当社は原材料（手帳用紙）を

これら各社に無償で支給し、各社は当社の指示する仕様に基づいて加工製本を行い当社に商品として納入しておりま

す。なお、仕入先各社とは、当社の仕様による商品を第三者には販売しない旨の契約を締結しております。

（２）売上実績

当第３四半期会計期間の売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

セグメントの名称

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
    至　平成22年12月31日）

　　前年同四半期比（％）  

金額　　（千円）　

コンサルティング統轄本部 876,658 111.7

ネットワーク本部 89,819 100.1

ＳＰ事業部 1,573,157 107.9

合計 2,539,635 108.9

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント区分の売上高は、セグメント間の内部売上高を含んでおりません。

３．ＳＰ事業部は、販売しているビジネス手帳（暦年版）が第１四半期会計期間、第２四半期会計期間、第４四

半期会計期間に比べ、第３四半期会計期間に販売が集中する傾向があるため、業績に季節的変動がありま

す。　

２【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、海外経済の回復の鈍化や耐久消費財に関する政策効果の反動と

いった要因に加え、デフレの長期化や円高基調の継続等により、国内景気は足踏み状態となり、雇用情勢も依然とし

て厳しく、先行き不透明な状況で推移しております。

このような経済環境のなか、当社は経営の総合コンサルタントとして、時代の変化に対応した新商品の開発と新

分野・新規顧客の開拓により収益力の再構築をはかるとともに、コンサルタントをはじめとした人材の育成ならび

に生産性の向上に取り組んでまいりました。

管理面におきましても、業務の効率化・合理化による経費の削減や、企業経営の透明性実現にも尽力していまい

りました。

　このような取り組みの結果、当第３四半期会計期間の売上高は25億39百万円（前年同期比8.9％増）となり、営業

利益は４億50百万円（前年同期比40.0％増）、経常利益は４億62百万円（前年同期比37.3％増）、四半期純利益は

２億69百万円（前年同期は四半期純損失１億76百万円）となりました。

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

 （コンサルティング統轄本部）

コンサルティング統轄本部は、『戦略経営ドック』等の商品を開発するなど、コンサルティングサービスのニー

ズ別商品の開発と中堅企業のマーケットの開拓に取り組んでまいりました。また、顧客企業の環境に適した事業戦

略の構築、収益・財務構造改革等の顧客業績を重視したコンサルティング力の強化やプロセス管理につとめ、顧客

満足度の向上および顧客基盤の拡大に取り組んでまいりました。

　コンサルティング部門におきましては、経営協力契約数が、四半期会計期中平均337契約（前年同期328契約）と前

年を上回り、診断・調査売上も、引き続き大都市を中心に大型契約が成立し、売上高は６億92百万円（前年同期比

14.6％増）となりました。

　セミナー部門におきましては、開催セミナーの商品ブランディングへの取り組みの強化や顧客企業への早期アプ

ローチの結果、11月から12月にかけて開催いたしました経営戦略セミナーでは、前年を8.5％上回る1,664名の受講

がありました。また、幹部候補生スクールの受講者数も堅調に推移したことにより、売上高は１億55百万円（前年同

期比9.5％増）となりました。

　研修センター部門におきましては、企業の教育費用の削減や外部施設の利用を控える傾向が続いており、売上高は

22百万円（前年同期比28.5％減）となりました。　

　このような結果、コンサルティング統轄本部合計の売上高は８億76百万円（前年同期比11.7％増）となりました。

　

　

 （ネットワーク本部）

ネットワーク本部は、金融機関、会計事務所等との提携を引き続き積極的に進め、10月からは会計事務所向け情報

ツールの配信等、サービス内容の拡充に努めてまいりました。　　　

また、顧客企業の永続発展に向け、活用の幅をもたせた各種コンテンツの開発・改良を図るとともに、コンサル

ティング部門との連携を強化し、会員サービスの付加価値の向上にも取り組んでまいりました。

しかしながら、イーグルクラブをはじめとする会員組織の更新数の落ち込みを新規契約でカバーできず、有料会

員数は12,262会員（前年同期比2.1％減）となり、売上高は89百万円（前年同期比0.1％増）となりました。

　

 （ＳＰ事業部）

ＳＰ事業部は、社内研修を充実させ営業力・商品提案力・商品開発力の強化に努めるとともに、仕入先企業との

連携を強化し、販売商材の取り扱いを始めとした新分野への拡大により、収益基盤の再構築を図ってまいりました。

セールスプロモーション商品の売上は、顧客企業の広告宣伝需要が回復しつつあり、受注件数・単価とも上向い

ております。しかしながら、第３四半期に売上が集中するビジネス手帳の受注件数が下がり、売上が微減に終わった

ため、第１、第２四半期に比べ売上の伸びは鈍化しております。

このような結果、売上高は15億73百万円（前年同期比7.9％増）となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、27億65百万円（前年同期末残高21億78百万円）となり、

第２四半期会計期間末と比べ３億92百万円増加いたしました。　

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

　当第３四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権が４億10百万円増加しましたが、

税引前四半期純利益４億62百万円の収益があり、前渡金の減少２億８百万円や仕入債務の増加１億85百万円等が

あったことにより、４億53百万円の収入（前年同期２億７百万円の収入）となりました。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

　当第３四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却及び償還による収入５億

円等がありましたが、有価証券の取得による支出５億円や有形・無形固定資産の取得による支出10百万円等があっ

たことにより59百万円の支出（前年同期13百万円の収入）となりました。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

　当第３四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により、0.3百万円の支出

（前年同期0.6百万円の支出）となりました。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
１．主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２．設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、設備の新設、除却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 35,000,000

計 35,000,000

　　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)

（平成22年12月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成23年２月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,754,200 8,754,200

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ市場

（スタンダード）　　

単元株式数

100株

計 8,754,200 8,754,200 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年10月１日

～

平成22年12月31日　

－ 8,754,200 － 1,772,000 － 2,402,800

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 90,200
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,647,200              86,472 －

単元未満株式 普通株式     16,800　 － －

発行済株式総数 8,754,200 － －

総株主の議決権 －               86,472 －

(注)「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社タナベ経営
大阪市淀川区宮原

３丁目３番41号　
90,200 － 90,200 1.03

計 － 90,200 － 90,200 1.03

(注)当第３四半期会計期間末現在、自己株式を90,330株所有しております。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

　
12月

最高（円） 492 480 470 484 479 475 455 452 473

最低（円） 468 447 450 453 456 446 433 443 448

（注）最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場（スタンダード）におけるものであ

り、それ以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであります。 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日

まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表並びに当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平

成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半

期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものと

して、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,265,473 2,038,781

受取手形及び売掛金 824,173 476,200

有価証券 1,100,570 1,100,660

商品 50,456 22,116

原材料 8,072 12,648

その他 171,093 162,386

貸倒引当金 △5,455 △4,774

流動資産合計 4,414,384 3,808,019

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,228,787 1,281,609

土地 2,180,818 2,184,744

その他（純額） 66,459 77,946

有形固定資産合計 ※
 3,476,065

※
 3,544,299

無形固定資産 21,198 22,794

投資その他の資産

その他 2,518,869 2,498,406

貸倒引当金 △3 △4

投資その他の資産合計 2,518,866 2,498,402

固定資産合計 6,016,130 6,065,496

資産合計 10,430,515 9,873,516

負債の部

流動負債

買掛金 344,150 172,560

未払法人税等 196,709 7,819

賞与引当金 95,800 151,900

その他 544,465 479,799

流動負債合計 1,181,125 812,079

固定負債

退職給付引当金 237,502 225,208

役員退職慰労引当金 403,877 402,527

その他 14,033 20,633

固定負債合計 655,413 648,368

負債合計 1,836,538 1,460,447
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,772,000 1,772,000

資本剰余金 2,402,847 2,402,847

利益剰余金 4,547,845 4,368,044

自己株式 △38,984 △38,879

株主資本合計 8,683,709 8,504,012

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △22,536 △23,298

土地再評価差額金 △67,196 △67,645

評価・換算差額等合計 △89,732 △90,943

純資産合計 8,593,976 8,413,068

負債純資産合計 10,430,515 9,873,516

EDINET提出書類

株式会社タナベ経営(E04887)

四半期報告書

12/27



（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※1
 4,782,046

※1
 5,217,805

売上原価 2,579,152 2,862,897

売上総利益 2,202,893 2,354,907

販売費及び一般管理費 ※2
 1,911,935

※2
 1,816,314

営業利益 290,958 538,592

営業外収益

受取利息 19,041 18,546

受取賃貸料 42,247 14,849

その他 12,705 14,022

営業外収益合計 73,994 47,418

営業外費用

満期保険差損 － 2,906

雑損失 4,755 123

営業外費用合計 4,755 3,029

経常利益 360,197 582,981

特別利益

固定資産売却益 4,045 －

特別利益合計 4,045 －

特別損失

固定資産除売却損 5,438 2,761

減損損失 ※3
 350,103 －

関係会社株式評価損 24,919 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,450

特別損失合計 380,461 5,211

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △16,217 577,770

法人税等 147,005 241,565

四半期純利益又は四半期純損失（△） △163,223 336,204
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※1
 2,332,592

※1
 2,539,635

売上原価 1,343,728 1,453,574

売上総利益 988,863 1,086,061

販売費及び一般管理費 ※2
 667,473

※2
 635,965

営業利益 321,389 450,095

営業外収益

受取利息 5,809 6,290

受取賃貸料 13,442 4,950

その他 942 1,511

営業外収益合計 20,194 12,751

営業外費用

有価証券評価損 2,813 －

雑損失 1,569 0

営業外費用合計 4,383 0

経常利益 337,201 462,847

特別利益

固定資産売却益 4,045 －

特別利益合計 4,045 －

特別損失

固定資産除売却損 5,362 3

減損損失 ※3
 350,103 －

関係会社株式評価損 24,919 －

特別損失合計 380,385 3

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △39,138 462,843

法人税等 137,282 193,515

四半期純利益又は四半期純損失（△） △176,421 269,328
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△16,217 577,770

減価償却費 105,565 86,735

減損損失 350,103 －

受取利息及び受取配当金 △7,375 △11,532

有価証券利息 △11,666 △11,120

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,085 680

賞与引当金の増減額（△は減少） △95,000 △56,100

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9,095 12,294

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 27,960 1,350

売上債権の増減額（△は増加） △187,535 △347,972

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,579 △23,763

前渡金の増減額（△は増加） △2,655 △4,875

仕入債務の増減額（△は減少） △40,424 171,590

その他 109,102 54,482

小計 231,458 449,538

利息及び配当金の受取額 17,683 25,914

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △158,299 △43,175

営業活動によるキャッシュ・フロー 90,842 432,277

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △1,500,000 △1,500,000

有価証券の売却及び償還による収入 1,899,262 1,601,433

投資有価証券の取得による支出 △199,220 △100,000

有形及び無形固定資産の取得による支出 △60,185 △26,134

有形及び無形固定資産の売却による収入 15,941 4,511

その他 △242,717 △30,118

投資活動によるキャッシュ・フロー △86,919 △50,308

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △154 △104

配当金の支払額 △259,012 △155,172

その他 △8 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △259,174 △155,277

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △255,250 226,691

現金及び現金同等物の期首残高 2,433,755 2,538,781

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,178,504

※
 2,765,473
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更　

　

資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。

　これによる当第３四半期累計期間の営業利益および経常利益に対する影響

は軽微であり、税引前四半期純利益は3,080千円減少しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前

事業年度末の実地棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定する方法に

よっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結

果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【追加情報】

　
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

受取賃貸料の計上方法の変更

　

　従来、従業員社宅について、自社物件は発生諸費用を、借上

物件は支払家賃をそれぞれ販売費及び一般管理費に計上

し、従業員より収受する受取家賃を営業外収益に計上して

おりましたが、自社物件の売却が進み、社宅関連費用は借上

社宅の支払家賃のみとなる見込みとなりました。これによ

り社宅にかかる費用と収入の対応が明確になることから、

その実質発生額をより明確に表示するため、第１四半期会

計期間より当該受取家賃を販売費及び一般管理費の支払家

賃の控除項目として処理する方法に変更しております。

　この変更により当第３四半期累計期間の営業利益が

28,584千円多く計上されましたが、経常利益および税引前

四半期純利益に与える影響はありません。　
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

  ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、1,226,731千円

であります。

 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、1,163,086千円

であります。

 

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　当社が販売しているビジネス手帳（暦年版）は第３

四半期会計期間に販売が集中する傾向があるため、

売上実績は他の四半期会計期間と比べ著しく高く

なっております。 

※１　当社が販売しているビジネス手帳（暦年版）は第３

四半期会計期間に販売が集中する傾向があるため、

売上実績は他の四半期会計期間と比べ著しく高く

なっております。 

※２　販売費及び一般管理費のうち重要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費のうち重要な費目及び金額は

次のとおりであります。

　給料・手当 611,675千円

　役員退職慰労引当金繰入額 28,300千円

　賞与引当金繰入額 44,500千円

　給料・手当 609,589千円

　役員退職慰労引当金繰入額 1,350千円

　賞与引当金繰入額 42,900千円

※３　減損損失

　　　当社は、管理会計上の区分に基づいた事業拠点別に資

産のグルーピングを行っており、賃貸等不動産につい

ては個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　　　当第３四半期累計期間における減損損失は以下のとお

りであります。

場所 用途　 種類　
金額

（千円）　

福岡県

筑紫郡

那珂川町　

賃貸等

不動産　
土地 350,103

　　　賃貸等不動産については、時価が著しく下落している

と判断したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いた

しました。

　　　なお、賃貸等不動産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、不動産鑑定士による価格調査報告

書の評価額により評価しております。　

―――
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前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　当社が販売しているビジネス手帳（暦年版）は第３

四半期会計期間に販売が集中する傾向があるため、

売上実績は他の四半期会計期間と比べ著しく高く

なっております。 

※１　当社が販売しているビジネス手帳（暦年版）は第３

四半期会計期間に販売が集中する傾向があるため、

売上実績は他の四半期会計期間と比べ著しく高く

なっております。 

※２　販売費及び一般管理費のうち重要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費のうち重要な費目及び金額は

次のとおりであります。

　給料・手当 184,927千円

　役員退職慰労引当金繰入額 9,660千円

　賞与引当金繰入額 44,500千円

　給料・手当 180,765千円

　役員退職慰労引当金繰入額 450千円

　賞与引当金繰入額 42,900千円

※３　減損損失

　　　当社は、管理会計上の区分に基づいた事業拠点別に資

産のグルーピングを行っており、賃貸等不動産につい

ては個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　　　当第３四半期会計期間における減損損失は以下のとお

りであります。

場所 用途　 種類　
金額

（千円）　

福岡県

筑紫郡

那珂川町　

賃貸等

不動産　
土地 350,103

　　　賃貸等不動産については、時価が著しく下落している

と判断したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いた

しました。

　　　なお、賃貸等不動産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、不動産鑑定士による価格調査報告

書の評価額により評価しております。　

―――

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 1,678,504

譲渡性預金(国内）

(有価証券）
500,000

現金及び現金同等物 2,178,504

 

 （千円）

現金及び預金勘定 2,265,473

譲渡性預金(国内）

(有価証券）
500,000

現金及び現金同等物 2,765,473

 

 

EDINET提出書類

株式会社タナベ経営(E04887)

四半期報告書

19/27



（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  8,754,200株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 90,330株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 155,953 18 平成22年３月31日 平成22年６月28日利益剰余金

（金融商品関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）　

　著しい変動がないため記載を省略しております。　　

（有価証券関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

　著しい変動がないため記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

　該当事項はありません。 

（持分法損益等）

前第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期会計期間（自　平成21

年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）及び当第３四半期会計期間（自　平成22

年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）　

　著しい変動がないため記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期会計期間（自平成

22年10月１日　至平成22年12月31日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定および業績を評価する為に、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

　当社は、商品・サービス別のセグメントから構成されており、「コンサルティング統轄本部」、「ネット

ワーク本部」および「ＳＰ事業部」の３つを報告セグメントとしております。

　「コンサルティング統轄本部」は、経営コンサルティング業務、セミナー業務、研修センター業務等を行っ

ております。「ネットワーク本部」は、各種会員組織制サービス業務を行っております。「ＳＰ事業部」は、

ブルーダイアリー（ビジネス手帳）の販売、販売促進支援、営業支援ツールの企画・制作・販売等を行って

おります。　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

（単位：千円）

　

　

報告セグメント　

合計 
調整額

（注）１　

四半期

損益計算書

計上額　

（注）２　

コンサルティング

統轄本部　
ネットワーク

本部

ＳＰ

事業部

　売上高　 　　　　　 　 　 　 　 　

　　外部顧客への

　　売上高
　 　2,442,143　     274,356　   2,501,305 　5,217,805　　　 　－  　5,217,805

　　セグメント間の

　　内部売上高

　　又は振替高　

 　 　　10,556         5,874　         807　    17,238　  △17,238  　 　   －

計   　 2,452,700　     280,230　   2,502,112　 5,235,043　 　  △17,238　    5,217,805　

　セグメント利益   　 　494,039　      60,272　      46,650　   600,962    △62,369　 　538,592

　　

当第３四半期会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日） 

（単位：千円）

　

　

報告セグメント　

合計 
調整額

（注）１　

四半期

損益計算書

計上額　

（注）２　

コンサルティング

統轄本部　
ネットワーク

本部

ＳＰ

事業部

　売上高　 　　　　　 　 　 　 　 　

　　外部顧客への

　　売上高
　　 　876,658　      89,819　   1,573,157 　2,539,635　　  　 － 　 2,539,635

　　セグメント間の

　　内部売上高

　　又は振替高　

 　 　　 3,129         1,393　         424　     4,947　   △4,947 　 　    －

計  　  　879,787　      91,212　   1,573,582　 2,544,583　 　   △4,947　    2,539,635　

　セグメント利益  　  　203,818　      18,001　    249,181　   471,002    △20,906　 　450,095

（注）１．調整額は、セグメント間取引消去と報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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（追加情報） 

　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。　　

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）　

　著しい変動がないため記載を省略しております。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 991.93円 １株当たり純資産額 971.03円

２．１株当たり四半期純利益（純損失）金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 18.84円 １株当たり四半期純利益金額 38.80円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益（純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（△純損失） （千円） △163,223 336,204

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（△純損失）

　　　　　
（千円） △163,223 336,204

期中平均株式数 （千株） 8,664 8,664

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 20.36円 １株当たり四半期純利益金額 31.09円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益（純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（△純損失） （千円） △176,421 269,328

普通株主に帰属しない金額 （千円）    －    －

普通株式に係る四半期純利益（△純損失）

　　　　
（千円） △176,421 269,328

期中平均株式数 （千株） 8,664 8,663
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（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 
（リース取引関係）

当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　著しい変動がないため記載を省略しております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

株式会社タナベ経営

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　裕幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神前　泰洋　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タナベ経営

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第48期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タナベ経営の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月８日

株式会社タナベ経営

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石橋　正紀　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神前　泰洋　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タナベ経営

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第49期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タナベ経営の平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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